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人口の動向
人口 世帯数の推移と将来推計• 人口・世帯数の推移と将来推計

◇東京都の総人口は平成27年に1,308万人とピークを迎え、その後は減少が続くと推計されて
いる。

◇東京都の世帯数は、平成32年の636.6万世帯まで増加が続き、その後減少して平成37年に
は635.8万世帯となると推計されている。
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（資料）東京都世帯数の予測（平成21年）／東京都総務局（資料）・国勢調査
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人口の動向
世帯当たり人員 家族類型の推移と将来推計• 世帯当たり人員・家族類型の推移と将来推計

◇１世帯当たり人員は一貫して減少し、平成37年には1.92人になると推計されている。

◇家族類型別では 単独世帯と夫婦のみ世帯は 平成１７年以降も継続して増加すると推計さ

都内の家族類型別世帯数の推移

◇家族類型別では、単独世帯と夫婦のみ世帯は、平成１７年以降も継続して増加すると推計さ
れている。
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人口の動向
生年別人口の分布（東京都）

◇東京では、生年別人口の分布の傾向が全国とは異なり、住宅の一次取得層の中心と考えら
れる30歳代、40歳代は、今後しばらく増加した後に減少。

• 生年別人口の分布（東京都）

人

◇可処分所得が比較的大きい50歳代は、今後数年は減少した後、10年以上にわたり増加。
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人口の動向
年齢別人口の予測（東京都）

◇平成22年からの10年間で20代は約10万人の減少、30代は約60万人減少、40代は約20万
人増加、50代は約40万人増加すると推計されている。

• 年齢別人口の予測（東京都）
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人口の動向

◇いずれの世代でも下落傾向が見られ、全国よりも低い割合となっている。
◇平成7年からの10年間では 40歳代女性が8ポイント 40代男性が7 8ポイント 30歳代女性

• 年齢別人口に占める「有配偶」人口の割合

◇平成7年からの10年間では、40歳代女性が8ポイント、40代男性が7.8ポイント、30歳代女性
が11.2ポイント、30代男性が8ポイント減少している。
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人口の動向
都心地域の人口の推移• 都心地域の人口の推移

◇都心地域※の人口は、平成9年に も少なくなったが、その後上昇に転じ、人口の都心回帰が
進んでいる。
※ここでは 都心地域を センタ ア リア(千代田区 中央区 港区 新宿区 文京区 台東区 墨田区 江東区 渋谷区 豊島区 荒川区の１１区)とし※ここでは、都心地域を、センターコアエリア(千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、江東区、渋谷区、豊島区、荒川区の１１区)とし
た。

◇ 近10年（平成11年～21年まで）の人口上昇率を見ると、中央区（69.8％）、港区（39.3％）、
千代田区（27.2％）、江東区（21.5％）の順となっている。

センター・コア・エリア(都心１１区）の人口の推移
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人口の動向
人口の都心回帰

◇ 近10年（平成11年～21年まで）の人口上昇率を見ると、中央区（69.8％）、港区（39.3％）、
千代田区（27.2％）、稲城市（24.7％）、江東区（21.5％）、文京区（15.2％）の順となっている。

• 人口の都心回帰
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住宅ストックの状況

◇東京都における持ち家率は増加しており、平成20年においては約48％となっている。

• 所有関係別住宅ストック構成比の推移
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（資料）住宅・土地統計調査／総務省
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住宅ストックの状況

◇東京都における共同住宅(非木造）の割合は増加しており、平成20年では約6割となっている。

• 建て方別住宅ストック構成比の推移
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住宅ストックの状況

◇東京都における１住宅当たりの平均床面積を所有関係別に見ると、持ち家（92.4㎡）と借家
（38.0㎡）では大きな差がある。また、持ち家の建て方別に見ると、一戸建（110.7㎡）と共同住宅
（6 8㎡） は大きな差がある

• 住宅ストックの平均床面積の推移

（65.8㎡）では大きな差がある。
◇東京における一人当たり床面積は年々増加している。借家の一人当たり床面積（22.3㎡）は、
持家（35.0㎡）に比べ12.7㎡小さい。

（㎡）（㎡）

所有関係別及び建て方別住宅ストックの

一人当たり平均床面積の推移

所有関係別及び建て方別住宅ストックの

平均床面積の推移

35.0

42.0

38.5

44.0

30 1
32.1

34.233.9

37.6

35

40

45

92 4

122.6

132.3

107.4 110.7 110.7

100

120

140

17.9

22.3

28.5 29.027.5

30.1

19.6

21.4

23.7

16.6
18.1

19.7
21.3 21.9

23.7

26.3 27.2

19.3

21.9 23.2

23.2

20

25

30
92.4

45.5

65.8
71.5

48.0
50.9

93.395.696.8
93.2

36 7 38 7 43

68.5
64.8

47.846.4
44.942.6

60

80

16.1

14.5

16.3

10

15

昭和63 平成5 10 15 20 20(全国）
（年）

持ち家 借家
持ち家（一戸建） 民営借家

35.1
36.9 36.7 38.7 38.0

35.4
33.533.231.6

34.8

43.5

20

40

昭和63 平成5 10 15 20 20(全国） （年）

持ち家 借家
持ち家（一戸建） 民営借家
持ち家（共同住宅） 公営 都市再生機構 公社 借家

持 （ 戸建） 民営借
持ち家（共同住宅） 公営・都市再生機構・公社の借家持ち家（共同住宅） 公営・都市再生機構・公社の借家

（資料）住宅・土地統計調査/総務省

10



住宅ストックの状況

◇東京都における築39年以上を経過した住宅ストック(1970年以前)は全体の12.1％である。

• 住宅の築後経過年数

住宅の建築の時期・構造別ストック構成比住宅の築後経過年数別ストック構成比
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（資料）平成20年住宅・土地統計調査／総務省
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• 分譲マンションストックの状況

住宅ストックの状況
分譲マンションストックの状況

◇都内の分譲マンションストックは１５０万戸に迫っている。

◇都内における分譲マンションの新規着工戸数の推移を見ると、バブル期の前後（１９８５年か
ら１９９３年）では 毎年２万戸前後の着工戸数であ たが １９９４年以降急激に増加し １９９７ら１９９３年）では、毎年２万戸前後の着工戸数であったが、１９９４年以降急激に増加し、１９９７
年以降は、毎年４万戸を超える戸数が着工されている。

都内の分譲マンション新規着工戸数・着工累積戸数都内の分譲 ンション新規着 戸数 着 累積戸数
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（資料）住宅・土地統計調査/総務省、住宅着工統計/国土交通省

（注）１９７０（昭和４５）年以前のストック集計は「平成１０年住宅・土地統計調査」による。以降
は、「住宅着工統計」による着工戸数を加算
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住宅ストックの状況
• マンションの高層化の現状

◇新規分譲マンションの建築面積に対する述べ床面積の倍率は、７．３倍に増加し、マンション
の高層化が進んでいる 。

• マンションの高層化の現状

◇都内の超高層マンションの竣工棟数は１９８８年以降急激に増加 し、2008年の竣工累積棟数
は４００棟を超えている。

9
(倍)

都内の新規分譲マンションの建築面積に対する
述べ床面積（倍率）の推移

都内の超高層マンション（高さが６０ｍを超えるもので、
賃貸マンションを含む）の竣工棟数の推移

50

新規竣工棟数

500

竣工累積棟数

7

8

東京都

区部

市部

35

40

45

50

350

400

450

500

新規竣工棟数

竣工累積棟数

6

7

15

20

25

30

150

200

250

300

4

5

080706050403020100999897969594 (年)

0

5

10

72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08
(年)

0

50

100

（資料）㈱不動産経済研究所資料に基づき東京都都市整備局作成 （資料）建築統計年報/東京都都市整備局
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• 分譲マンションの高経年化

住宅ストックの状況
• 分譲マンションの高経年化

◇築年数を経過したマンションが年々増加し、築４０年以上のマンションは２００８年に比べ、
２０１８年には４．５倍 に達する見込み。

都内における築４０年以上の分譲マンション戸数の見込み

50
（万戸）

12.6

40

42.8万戸

5.4
20

30

4.5倍

24.5万戸

10 0

19.2

30.2

2.6
10

5.4万戸 12.6万戸

5.4
10.0

2.6
0

2003年 2008年 2013年 2018年 2023年

築40年以上50年未満 築50年以上

（備考）築50年以上のマンション（５年前及び現在）については、不明のため０推計とした。

（資料）住宅・土地統計調査/総務省、住宅着工統計/国土交通省
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住宅ストックの状況
• 住宅の耐震化の状況• 住宅の耐震化の状況

◇平成17年度末における耐震性がある住宅の割合は、約76％である。

耐震化 目標達成に必要な住宅 数

耐震性不十分

7
百万戸

耐震化の目標達成に必要な住宅の数

342,800
（5.6％）

震
612,200 戸耐震性不十分

955,000 戸
耐震性不十分
1,323,700 戸

5

6

達成

耐震性あり
5 166 700 戸耐震性あり

耐震性あり
5 166 700 戸

3

4
目標を達成する
ために耐震化を
図る必要がある
住宅戸数

目標

90％5,166,700 戸
（84.4％）

耐震性あり
4,252,200 戸

（76.3％）

5,166,700 戸
（84.4％）

1

2

90％

0

平成17年度末 平成27年度（自然更新） 平成27年度（目標）

（資料）東京都耐震改修促進計画/東京都都市整備局
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住宅ストックの状況
• 住宅の建築時期別ストック数• 住宅の建築時期別ストック数

◇全住宅ストックの約25％、木造戸建住宅の約35％が新耐震基準導入以前（昭和55年以前）
に建築。

建築時期別ストック数（東京都）

61万戸
（10%）

90万戸
(15%)

355万戸
(60%)

88万戸
(15%)

全住宅

26万戸
(17%)

27万戸
(18%)

82万戸
(54%)

16万戸
(10%)

木造・一戸建

26万戸

5万戸
(9%)

52万戸

7万戸
(11%)

230万戸

25万戸
(41%)

43万戸

24万戸
(39%)

木造・共同住宅

26万戸
(8%)

52万戸
(15%)

230万戸
(65%)

43万戸
(12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非木造・共同住宅

S45以前 S46～S55 S56～H20 不詳 （資料）平成20年住宅・土地統計調査／総務省
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住宅ストックの状況
木造住宅密集地域の分布状況• 木造住宅密集地域の分布状況

◇木造住宅密集地域は、山手線外周部を中心に広範に分布している。（約16,000ha）

木造住宅密集地域

（約１６，０００ha）

木造住宅密集地域： 木造住宅密集地域整備プログラム（平成9年 東京都）で指定した地域のうち、

平成18，19年の土地利用現況調査による不燃領域率60％未満の地域

なお、木造住宅密集地域整備プログラムでは、以下の各指標のいずれにも該当する地域（町丁目）を

木造住宅密集地域として抽出

（資料）防災都市づくり推進計画（平成21年）／東京都都市整備局

・木造建築物棟数率 70％以上 ・老朽木造建築物棟数率 30％以上

・住宅戸数密度 55 世帯／ha 以上 ・不燃領域率 60％未満

木造建築物棟数率： 木造建築物棟数／全建築物棟数

老朽木造建築物棟数率： 昭和45 年以前の木造建築物棟数／全建築物棟数 17



住宅ストックの状況

◇木造住宅密集地域では、昭和55年以前の老朽木造建物の棟数密度が高い。木造住宅密集
地域では 建ぺい率が23区平均に比べ高く かつ増加傾向にある

• 木造住宅密集地域の建物の状況

地域では、建ぺい率が23区平均に比べ高く、かつ増加傾向にある。

(棟/ha）

S55以前木造建物の棟数密度の推移
20% 30% 40% 50% 60%

建ぺい率※の推移

20.6

51.4

86.7

8.6

27.5

41 6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110

23区全体

大田区大森中３丁目

品川区豊町５丁目

H7

H19

30.0%

42.4%

49.3%
44.1%

45.3%

40.4%

26.3%
23区全体

大田区大森中３丁目

品川区豊町５丁目

目黒区目黒本町６丁目

H8

H13

H18

58.8

46.0

69.4

69 4

30.1

20.0

41.6

24.9目黒区目黒本町６丁目

世田谷区太子堂２丁目

中野区南台２丁目

豊島区東池袋５丁目

47.0%

48.2%

45.3%

45.4%

51.8%
38 9%

40.3%

41.9%

目黒区目黒本町６丁目

世田谷区太子堂２丁目

中野区南台２丁目

豊島区東池袋５丁目
69.4

43.0

54.0

78.9
34.6

20.9

16.9

37.4豊島区東池袋５丁目

板橋区大谷口２丁目

北区上十条３丁目

荒川区荒川６丁目

41.8%

39.4%

49.5%

43 5%
38.4%

47.0%

37.5%

38.9%
板橋区大谷口２丁目

北区上十条３丁目

荒川区荒川６丁目

足立区関原３丁目
55.4

101.2

55.2

48.0

28.8

30.5足立区関原３丁目

墨田区京島２丁目

葛飾区東四つ木３丁目

48.8%
43.5%

40.4%

38.6%
45.1%

足立区関原３丁目

墨田区京島２丁目

葛飾区東四つ木３丁目

※各町丁目のエリア面積対する全建物の建築面積の割合

（資料）各年固定資産課税台帳
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• 部門別CO2排出量の状況

住宅ストックの状況
• 部門別CO2排出量の状況

◇家庭部門のCO2排出量は、世帯数の増加や家電製品の増加等を背景に、2000年比2.6％増
加している。

（万t-CO2）

東京都におけるＣＯ２排出量の部門別推移

680
521

6,000

7,000

5,437 5,885 5,578

産業部門
産業部門
（▲23％）

1,571

1,890
2,096

984
521

4,000

5,000
産業部門
（▲31％）

（▲23％）

業務部門
（＋20％）

業務部門
（＋11％）

1,300
1,433

1,471
2,000

3,000 家庭部門
（＋10％）

家庭部門
（＋3％）

運輸部門
（＋19％）

運輸部門
（▲21％）

1,483 1,764
1,387

0

1,000

1990年度 2000年度 2007年度

（＋19％） （▲21％）

その他
（＋20％）

その他
（▲13％）

19

（資料）東京都環境局

（備考）排出量はいずれも2002年度以降の原子力発電の長期停止による影響を除外して算出した値



• 都内の家庭部門におけるCO2排出量・エネルギー消費量の状況

住宅ストックの状況
• 都内の家庭部門におけるCO2排出量 エネルギ 消費量の状況

◇家庭におけるCO2排出量を燃料種別に見ると、約６割が電気の使用によるものとなっている。

◇用途別のエネルギー消費では、冷暖房で17.1％、給湯で34.7％のエネルギーを消費している。

LPG 2 8%

都内家庭部門の燃料種別CO2排出量（2006年度）

＜自家用車を除く＞

都市ガス,

灯油, 5.4%

LPG, 2.8% ＜自家用車を除く＞

電気, 61.6%

30.2%

都における家電製品使用によるCO2排出
量構成比（2006年度） 都における家庭部門のエネルギー消費量

冷暖房, 17.1%

その他電力,

エアコン, 9.6%

冷蔵庫, 18.0%
その他家電, 33.0%

量構成比（2006年度） 都における家庭部門のエネルギ 消費量
用途別構成比（2006年度）

給湯, 34.7%

38.4%

テレビ, 11.7%

温水洗浄便座, 5.0%

食器洗浄乾燥機
照明機器, 18.9% 給湯,

厨房, 9.9%

食器洗浄乾燥機,
1.5%

衣類乾燥機, 2.4%

（資料）東京都環境局20



住宅ストックの状況
• 住宅のバリアフリー化の状況
◇借家における高齢者等のための設備の普及は、持ち家に比べ低い。

◇平成15年から20年にかけて高齢者等のための設備がある住宅の割合が11.4ポイント上昇した。

高齢者等 があ 住宅 割 成

住宅のバリアフリ 化の状況

44.8%

24 2%

33.4%

（手すりがある）

高齢者等のための設備がある

高齢者等のための設備がある住宅の割合（平成15年・20年）

21.5%

16.2%

21.0%

31.9%

13.0%

10.9%

14.2%

24.2%

（段差のない屋内）

（廊下などの幅が車椅子で通行可能）

（またぎやすい高さの浴槽）

（手すりがある）

16.4%
10.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

（道路から玄関まで車椅子で通行可能）

平成20 年 平成15年

高齢者等のための設備がある住宅の割合
（資料）住宅・土地統計調査／総務省

平成15年 平成20年

18.8%

31.3%

50.8%

66.1%

31.9%

44.8%

（手すりがある）

高齢者等のための設備がある

12.4%

19.6%

40.1%

52.6%

24.2%

33.4%

（手すりがある）

高齢者等のための設備がある

14.8%

11.2%

10.3%

32.0%

23.9%

35.8%

21.5%

16.2%

21.0%

（段差のない屋内）

（廊下などの幅が車椅子で通行可能）

（またぎやすい高さの浴槽）

8.2%

7.2%

5.7%

19.9%

16.3%

25.4%

10 6%

13.0%

10.9%

14.2%

（段差のない屋内）

（廊下などの幅が車椅子で通行可能）

（またぎやすい高さの浴槽）

12.4%
23.2%

16.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

（道路から玄関まで車椅子で通行可能）

借家 持ち家 総数

8.0%
14.6%

10.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

（道路から玄関まで車椅子で通行可能）

借家 持ち家 総数
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住宅ストックの状況
• 住宅の省エネルギー化の状況

◇借家における省エネルギー設備等の普及は、持ち家に比べ低い。
◇平成15年から20年にかけて、太陽熱温水機器は減少したが、その他の省エネルギー設備等
の設置割合は増加した。

住宅の省エネルギー設備等の設置割合（平成15年・20年）

7.8%

7.3%二  重 サッシ 又は

複層ガラスの窓

（一部の窓にあり）

0.4%

6.0%

0.2%

4.2%

太陽光を利用した

発  電  機 器

二  重 サッシ 又は

複層ガラスの窓

（全ての窓にあり）

住宅の所有関係別省エネルギー設備等の設置割合
（資料）住宅・土地統計調査／総務省

0.9%

1.0%

0.0% 1.0% 2.0% 3.0% 4.0% 5.0% 6.0% 7.0% 8.0% 9.0%

太陽熱を利用した

温水機器等

平成20年 平成15年

平成15年
4.0%

6 8%

11.8%

4.2%

7.3%

二  重 サッシ 又は

複層ガラ の窓

二  重 サッシ 又は

複層ガラスの窓

（一部の窓にあり）

平成20年

4.1%
13.0%

6 0%

7.8%

二 重 サッシ 又は

二  重 サッシ 又は

複層ガラスの窓

（一部の窓にあり）

0.1%

2.3%

0.4%

6.8%

1.0%

0.2%

太陽熱を利用した

太陽光を利用した

発  電  機 器

複層ガラスの窓

（全ての窓にあり）

0.1%

3.1%

0.7%

10.1%

0.4%

6.0%

太陽光を利用した

発  電  機 器

二  重 サッシ 又は

複層ガラスの窓

（全ての窓にあり）

0.2%
2.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0%

太陽熱を利用した

温水機器等

借家 持ち家 総数

0.3%
1.6%

0.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0%

太陽熱を利用した

温水機器等

借家 持ち家 総数22



住宅ストックの状況
• 賃貸住宅の修繕

◇個人家主、法人家主ともに、長期修繕計画を作成している割合が少ない。
◇大規模修繕を行うこととしている家主が多数を占めるが、定期的に実施（予定）する家主の割合は低い。
◇資金的余裕がない、 低限の修繕で十分と考える家主の割合が高い。

賃貸住宅の修繕

■長期修繕計画の作成状況（全国）

85.1

29.3
12.1

法人家主個人家主

作成している

12.5

87.9
70.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

区分所有マンション（都内・参考）

区分所有マンション（都内・参考）

個人家主
法人家主

作成していない

161
30.0

42.9資金的
余裕がない

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
（％）

■大規模修繕の予定（全国） ■大規模修繕を行わない理由（全国）

69.9

22.0

73.4

16.1

必要時に実施・
実施の予定

定期的に実施・
実施の予定

10 0

0.0

40.0

4.8

9.5

33.3

建て替え
ればよい

知識等が
不足

低限の
修繕で十分

8.1
10.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80

行うつもりはない

（％）

20.0

0.0

10.0

4.8

4.8

その他

見合う家賃を
取れない

ればよい

（資料）賃貸住宅の修繕に関する調査/（財）日本賃貸住宅管理協会（平成21年）
平成19年度マンション再生等に係る実態調査/東京都都市整備局

（％）
法人家主 個人家主 0 10 20 30 40 50

（％）法人家主 個人家主
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都営住宅の建設年度別スト クの状況

住宅ストックの状況
• 都営住宅の建設年度別ストックの状況

◇都営住宅ストック約26万戸のうち約12万戸は、昭和40年代以前に建設されており、順次建替
えを進めている。

16 000

17,000

18,000

戸数 昭和49年度まで 約12万戸

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

高層

8,000

9,000

10,000

11,000

中層

3 000

4,000

5,000

6,000

7,000

0

1,000

2,000

3,000

～2526 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
（年度）

（資料）東京都都市整備局（平成21年3月31日現在）

（備考）平成16年度までは建設年度別の管理戸数、平成17年度以降は建設戸数（契約ベース）
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公社 般賃貸住宅の建設年度別スト クの状況

住宅ストックの状況
• 公社一般賃貸住宅の建設年度別ストックの状況

◇公社一般賃貸住宅のストック約6万戸のうち約4.5万戸は、昭和40年代以前に建設されており、
順次建替えを進めている。

6,000
（戸数）

昭和49年度まで 約4.5万戸

4,000

5,000

3,000

1,000

2,000

0
昭和

25

27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 61 63平成

2

4 6 8 10 12 14 16 18 20

（年度）

（資料）東京都住宅供給公社事業概要等より東京都都市整備局作成（平成21年3月31日現在）

（備考）平成16年度までは建設年度別の管理戸数、17年度以降は建設戸数
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住宅市場の動向
新設住宅着 数 推移 び 関係 新設住宅着 数 推移• 新設住宅着工戸数の推移及び利用関係別新設住宅着工戸数の推移

◇平成21年の新設住宅着工戸数は、108,416戸となり、対前年比31.0％の減少となった。
◇平成21年の利用関係別新設住宅着工戸数を見ると、分譲住宅の落ち込みが大きく、とくにマ
ンションが対前年比56.4％減と大幅に減少した。
◇平成以降では、分譲住宅が増加しており、持家、貸家が減少している。

250,000
（戸：東京都）

2,000,000
（戸：全国）

新設住宅着工戸数の推移（東京・全国） 利用関係別新設住宅着工戸数の推移

250

（千戸）

200,000 1,500,000

1,750,000

貸家

150

200

H21全国 788,410

150,000 1,000,000

1,250,000

13

持家 18

分譲住宅
（一戸建）

22
分譲住宅

（マンション）
3

給与住宅

52

貸家

0

50

100

H21都 108,416

100,000

元 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21

（年）

500,000

750,000

（平成）

0

平
成

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

（年）
持家 分譲住宅（一戸建） 分譲住宅（マンション） 給与住宅 貸家

（年）

東京都（左目盛り） 全国（右目盛り） （資料）建築統計年報、住宅着工統計／東京都都市整備局
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住宅市場の動向
地価 建築費 推移• 地価、建築費の推移

◇東京の地価水準は、ピーク時に比べ、住宅地においては４割にまで下落した。
◇建築費は平成３年をピークに下落が続いていたが、ここ数年は上昇傾向。

（千円／㎡） （千円／㎡）東京都の地価の推移（住宅地・商業地） 東京都における建築費の推移

7,662

2,500

3,000

（千円／㎡）

8,000

9,000

（千円／㎡）東京都の地価の推移（住宅地・商業地） 東京都における建築費の推移

212 7

242.0
240

260
（千円／㎡）

1 500

2,000

5,000

6,000

7,000 212.7

182 9
180

200

220

951
2,0362,0601,000

1,500

2,000

3,000

4,000
182.9

146.4

120

140

160

367297

0

500

S60 62 H元 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21

0

1,000

2,000

100

S60 62 H元 3 5 7 9 11 13 15 17 19 
（年）

※居住専用建築物の工事予定額による
（年）

住宅地（左目盛） 商業地（右目盛）
（資料）建築統計年報／東京都都市整備局

（資料）地価公示/国土交通省
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住宅市場の動向
建住宅 着 数 び た 床 積• 戸建住宅の着工数及び戸当たり床面積

◇戸建住宅の着工戸数は、下落傾向で推移。
◇戸当たり床面積は、注文住宅・建売住宅ともに横ばい。

新築戸建住宅の戸当たり床面積の推移（東京都）
（千戸）

戸建住宅の着工戸数の推移（東京都）

50

60
（千戸）

130

140
（㎡）

7
5 5

7

12 13

16

17
15

16 19
19 19

22 24
21 21

18 17 13

30

40

120.5

110

120

26 24 24 25 28 27
32

25 22 24 24 21 20 20 20 19 18
15 16 17

18 17 13

10

20 94.9

80

90

100

0

平2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

（年）注文住宅 建売戸建住宅

80

平2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

（年）注文住宅 建売戸建住宅

（資料）建築統計年報／東京都都市整備局

（資料）建築統計年報／東京都都市整備局
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住宅市場の動向
• 新築戸建住宅の供給の状況

◇東京都における新築戸建住宅の約７割は、在来木造であり、その供給の主な担い手は、中小の
住宅生産者である。

• 新築戸建住宅の供給の状況

戸建住宅 分譲マンション 貸家（戸建除く） その他

■新築戸建住宅の着工戸数

戸建住宅
30,591戸、28.2%

分譲マンション
22,000戸、

20.5%

貸家（戸建除く）
51,838戸、47.8%

その他
3,787戸、

3.5%

全体
計108,416戸

在来木造住宅
22,063戸、72.1%

プレハブ
3,198戸、

10.5%

２×４
4,093戸、

13.4%

その他
1,237戸、

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

戸建
（資料）住宅着工統計（平成２１年）計30,591戸

0% 20% 40% 60% 80% 100%
■各工法における住宅生産者の規模別の供給割合

 0% 20% 40% 60% 80% 100%

在来木造

住宅生産者の規模

年間受注10戸未満34.1%

9.2%

29.9%

29.2%

16.9%

28.7%

19.1%

32.9%

在来木造

２×４

年間受注10戸未満

年間受注10戸以上
50戸未満

年間受注50戸以上
300戸未満

18.9% 77.8%
2.6%

プレハブ

300戸未満

年間受注300戸以上（資料） 「住宅金融公庫融資物件の戸建住宅の抽出調査」
1999（平成11）年･全国ベース（住宅金融公庫）
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住宅市場の動向
戸建住宅の建設 購入において重視する性能

◇戸建住宅を建設又は購入する際に消費者が も重視する性能は、｢柱や土台などの耐久性｣が
39.5％と も多く、続いて｢耐震性｣の38.2%となっている。

• 戸建住宅の建設・購入において重視する性能

39.5％と も多く、続いて 耐震性｣の38.2%となっている。

39 5 38 2

50.0
(%)

39.5 38.2

21 4 22.0
30.0

40.0

7.0
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住宅市場の動向
新築分譲 均分譲価格 び 均専有 積• 新築分譲マンションの平均分譲価格及び平均専有面積

◇バブル以降、新築分譲マンション価格は下降したが、ここ数年上昇傾向にある。

◇新築分譲マンションの 戸当たり平均専有面積は バブル以降増加したが ここ数年減少傾◇新築分譲マンションの一戸当たり平均専有面積は、バブル以降増加したが、ここ数年減少傾
向にある。

分譲マンション1戸当たり平均分譲価格の推移 分譲マンション1戸当たり平均専有面積の推移分譲マンション1戸当たり平均分譲価格の推移 分譲マンション1戸当たり平均専有面積の推移

8,667

7 8558 000

9,000
万円

75.5

82.5

80

85
（㎡)

5,656

7,855

5,9326,150

5,000

6,000

7,000

8,000

70.8

75.4
5 5

73.1

69.5

59.2
60

65

70

75

4,668

3,000

4,000

H元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
年

56.6

55.5

50

55

60

平
元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

年

（資料）全国マンション市場動向／（㈱不動産経済研究所

年
東京都 区部 市町村部

年

東京都 区部 市町村部

（資料）全国マンション市場動向／（㈱不動産経済研究所
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住宅市場の動向
• 既存住宅市場の成約件数及び平均成約価格

◇東京における既存住宅の成約件数を見ると、全体では増加傾向（マンションは増加傾向、戸建
住宅は横ばい）。

◇成約価格は シ 戸建とも下落傾向

• 既存住宅市場の成約件数及び平均成約価格

◇成約価格はマンション・戸建とも下落傾向。

既存住宅の平均成約価格の推移（東京都）既存住宅の成約件数の推移（東京都）

（件）
（ ）

14,393

17,603

14 000

16,000

18,000

20,000
（件）

4,0025,000

6,000

7,000（円）

8,000

10,000

12,000

14,000

3,066
2,000

3,000

4,000

3,210

0

2,000

4,000

6,000

0

1,000

H5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

（年）0

H5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

マンション 戸建住宅 合計 （年）

マンション 戸建住宅
（年）

（資料）（財）東日本不動産流通機構
（資料）（財）東日本不動産流通機構

（資料）（財）東日本不動産流通機構
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住宅市場の動向
• 既存住宅取引における築後年帯別成約件数

◇マンションは築後10年以内が約半数を占め、築年数の新しい住宅の流通が拡大している。また、
築後20年以上も増加傾向にある

• 既存住宅取引における築後年帯別成約件数

マンション

既存住宅の取引における築後年帯別成約件数の推移（東京都）

戸 建マンション 戸 建

平成8
9

10
11

平成8
9

10
1111

12
13
14
15

11
12
13
14
15
1616

17
18
19
20

16
17
18
19
20

（戸）

0 5,000 10,000 15,000

20
（戸）

（年）

築後0～5年 築後6～10年 築後11～15年
築後16～20年 築後21～25年 築後26～30年
築後31年～

0 5,000 10,000 15,000

（戸）
（年）

築後0～5年 築後6～10年 築後11～15年
築後16～20年 築後21～25年 築後26～30年
築後31年～

（資料）（財）東日本不動産流通機構

築後31年 築後 年
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住宅市場の動向
• 既存住宅に関する消費者の意識
◇新築住宅を購入する際に、新築にこだわらない人は3割以上いる。
◇中古住宅の購入資金は増加傾向にあり、平成21年度は平成17年度以降 高額となっている。
◇中古住宅を購入した理由：①手頃な価格だったから、②新築住宅にこだわらなかった など
◇中古住宅にしなかった理由：①新築住宅にこだわったから、②隠れた不具合が心配だった など

866

937

1,153

1 329

H17年度

18

2,019万円

2,266万円0% 20% 40% 60% 80% 100%

◇中古住宅にしなかった理由：①新築住宅にこだわったから、②隠れた不具合が心配だった など

■今後の住まいに関する意向 ■中古住宅購入資金（大都市圏）

＜新築、中古の別＞ 新築にこだわらない

937

803

835

781

1,329

1,629

1,237

1 885

18

19

20

21

2,073万円

2,667万円

2,433万円
43.7

53.7

51.5

31.1

30.3

34.5

22.8

13.9

11.7

2.3

2.2

2.3

東京都(H15)

全国（H15)

全国（H20） 781 1,88521

自己資金の合計 借入金の合計

2,667万円全国（ ）

新築住宅 特にこだわらない 中古住宅 不明

（資料）平成15年住宅需要実態調査・平成20年住生活総合調査/国土交通省 （資料） 平成21年度住宅市場動向調査/国土交通省

■中古住宅にした理由（大都市圏） ■中古住宅にしなかった理由（大都市圏）

79.9

42.3

38.4

0 20 40 60 80 100

予算的にみて中古住宅が手頃だったから

新築住宅にこだわらなかったから

リフォームすれば快適に住めると思った
間取りや 台所 浴室等の設備 広さが気

(%)

38.5

37.6

36 7

74.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

新築住宅にこだわったから

隠れた不具合が心配だった

リフォーム費用などで割高になる

耐震性や耐熱性など品質が低そう

(%)

29.2

22.2

11.6

9.5

1 1

間取りや、台所、浴室等の設備、広さが気
に入ったから

住みたい地域に新築物件がなかったから

品質が確保されていることが確認されたから

早く入居できるから

保証やアフタ サ ビスがついていたから

36.7

35.8

19.0

17.3

13.3

13 3

耐震性や耐熱性など品質が低そう

給排水管などの設備の老朽化が懸念

見た目が汚いなど不満だった

間取りや台所等の設備や広さが不満

価格が妥当なのか判断できない

保証やアフターサービスが無いと思った1.1

4.6

2.1

保証やアフターサービスがついていたから

その他

無回答

（資料） 平成21年度住宅市場動向調査/国土交通省

13.3

7.1

0.4

保証やアフタ サ ビスが無いと思った

その他

無回答

（注）分譲住宅を購入した世帯のうち「新築住宅だから」と回答した世帯のみ回答
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住宅市場の動向
実施率 推移• リフォーム実施率の推移

◇東京における年平均リフォーム実施件数約8万件は、住宅ストック全体の約１．５％にあたる。

⇒年平均
8万戸強

410
450

（千戸）

リフォーム実施率

東京都におけるリフォーム実施率の推移

410

234
250

300

350

400

実施数８万戸
ストック数５４３万戸

＝１.5%

66

237
205 221

90 50 40

234

106

163

50

100

150

200

6690 50 40
0

1989～1993

平成元～5

1994～1998

6～10

1999～2003

11～15 （年）

総計（重複なし） 増改築の合計 うち居住室の増築

高齢対応工事 耐震改修工事

（資料）「住宅・土地統計調査」4年9か月分を5年に補正/総務省
（備考）・「居住室の増築」は「増改築の合計」の内数（備考）・「居住室の増築」は「増改築の合計」の内数

・「増改築の合計」は省エネ工事や設備改修工事等を含んでいる
・「増改築」「高齢対応住宅」「耐震改修工事」には重複がある
・「耐震改修工事」は1999（平成11）年～2003（平成15）年のみ調査
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住宅市場の動向
実施状

◇持ち家において、リフォームを実施したことのある住宅の割合は、約25%である。

◇共同住宅に比べ 戸建及び長屋建において リフォ ムを実施している割合が高い

• リフォーム実施状況

◇共同住宅に比べ、一戸建及び長屋建において、リフォームを実施している割合が高い。

住宅の建て方別持ち家のリフォーム実施割合

25.2% 74.8%持ち家総数

18 1%

32.7%

29.9%

81 9%

67.3%

70.1%

共同住宅

長屋建

一戸建

18.1% 81.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

共同住宅

　リフォーム 工 事  を  行  っ  た 　リフォーム 工 事 を 行っていない

（資料）平成20年住宅・土地統計調査/総務省

（備考）
・「リフォーム工事を行った」とは、 「持ち家」について，「住宅の増改築リフォ ム工事を行った」とは、 持ち家」について， 住宅の増改築

や改修工事等をした」，「高齢者等のための設備の工事をした」，「住
宅の耐震改修工事をした」のいずれかに該当する場合のことをいう。
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住宅市場の動向
住宅 資金• 住宅リフォームの資金

◇平成21年度のリフォーム資金総額は平成17年度以降 高額となっている。
◇消費者が住宅リフォームにかける金額として、100万円未満がおよそ４割を占め、500万円未
満 はおよそ 割を占める満ではおよそ９割を占める。

リフォーム資金（大都市圏） 住宅リフォームの投資金額（全国）

164
16

H17年度 180万円
5.4%

9.0%

191

210

27

68

18

19

217万円

278万円

35.1%

148 4220 190万円
50.5%

208 11221

自己資金の合計 借入金の合計

320万円

（資料） 平成 年住宅市場動向調査/国土交通省

0～100万円未満 100～500万円未満

500～1,000万円未満 1,000万円以上

（資料） 平成21年度住宅市場動向調査報告書/国土交通省 （資料） 平成１９年住宅市場動向調査/国土交通省
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住宅市場の動向
住宅 内容 び 時 世帯主 年齢

◇東京都における平成16年以降に増改築・改修工事等を行った持ち家は、持ち家全体の約
23.8％である。

• 住宅リフォームの内容及びリフォーム時の世帯主の年齢

あ
◇リフォーム時の世帯主の年齢は「30歳代」が も多く、次いで「40歳代」となっている。

平成16年以降に増改築・改修工事等を行った持ち家の工事内容
リフォーム時の世帯主の年齢（大都市圏）

11.0 17.7 28.9 39.8

2.1

H17年度

（平均年齢）

55.4歳

23.8%増改築・改修工事等をした　

リフォーム時の世帯主の年齢（大都市圏）

12.7

20.0

19.6

33.3

31.9

22.8

33.9

20.7

3.2

1.5 0.5

0.4
18

19

54.2歳

48.9歳8.3%

12.1%

2.6%

（天井・壁・床等の内装の改修工事）

（台所・トイレ・浴室・洗面所の改修工事）

（増築・間取りの変更）

6.5

12.2

36.0

16.5

21.5

25.4

14.4

41.8

15.8 5.7

1.9 2.0

20

21

55.6歳

44.6歳1 3%

1.7%

10.1%

（窓・壁等の断熱・結露防止工事）

（壁・柱・基礎等の補強工事）

（屋根・外壁等の改修工事）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30歳未満 30歳代 40歳代

50歳代 60歳代以上 無回答

歳

（資料）平成20年住宅・土地統計調査/総務省

8.4%

1.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

（その他の工事）

（窓 壁等の断熱 結露防 事）

（資料）平成20年住宅 土地統計調査/総務省
（備考）
「増改築・改修工事等 をした」とは「持ち家」について，平成16年1月以降にその世帯が使用するた

めに上記グラフの区分のとおり、増改築（建て替え及び新築を除く。）や改修工事等を行ったものを
いう。 38

（資料） 平成21年度住宅市場動向調査報告書/国土交通省



住宅市場の動向
• 消費者が不足していると考える情報

◇住宅のリフォームを考えている消費者が、不足していると感じている情報は、費用の目安や積算
基準、工事の依頼先選びの目安や基準などが上位。

■消費者が不足していると考える情報の種類と内容（全国）

73.7

38.5

71.2

46.5

73.1

40 4

リフォームにかかる費用の目安や積算の基準

工事の依頼先選びの目安や基準

25.6

26.6

20.3

32.8

20.7

15 2

40.4

27.3

25.2

リフォームの工期・手順とチェックポイントに関する情報

自分のイメージに近い具体的なリフォーム事例の情報

新築費用とリフォーム費用を比較できるような情報

16.7

17.6

17.9

15.2

21.7

18.2

11 1

19.1

17.9

17.7

新築費用とリフォ ム費用を比較できるような情報

自分の要望に応えてくれるリフォーム業者の紹介

資金計画に関する情報

老朽度を診断 検査する専門家に関する情報

16.2

16.2

9.7

11.1

14.6

14.1

16.3

15.8

15.7

老朽度を診断・検査する専門家に関する情報

自分の要望（デザインなど）を理解し提案してくれる設計士の紹介

材料や商品、住宅設備などに関する情報

9.7

1.4

13.6

1.0

10.7

1.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80

リフォーム相談に関する窓口の紹介

その他

戸建て層（N=636） マンション層（N＝198） 合計（N=834）

（資料）平成20年度インターネットによる住宅リフォーム潜在需要者の意識と行動に関する第６回
調査報告書/一般社団法人住宅リフォーム推進協議会

戸建て層（N=636） マンション層（N＝198） 合計（N=834）
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住宅市場の動向
賃貸住宅 建築主 地域 着 数• 民間賃貸住宅の建築主別・地域別着工数

◇建築主別着工戸数では、「会社」 の戸数が減少し、 「個人」の戸数が増加している。

H6

7

H6

7

建築主別民間賃貸住宅着工戸数の推移（東京都） 地域別民間賃貸住宅着工戸数の推移（東京都）

7

8

9

10

7

8

9

10

1111

12

13

14

11

12

13

14

15

16

17

18

15

16

17

18

0 20 000 40 000 60 000 80 000

19

20

21

（年）

19

20

21
（年）

0 20,000 40,000 60,000 80,000
（年）

（戸）会社 個人 その他
0 20,000 40,000 60,000 80,000

（戸）都心３区 センター･コア 周辺１２区 多摩地域

（資料）建築統計年報／東京都都市整備局40



住宅市場の動向
• 民間賃貸住宅の入居制限の状況

○入居者限定を行っている家主は、全体の１５．８％（前回調査より減少）。

○入居者を限定する理由としては、「習慣・言葉の違い」「居室内での死亡事故」「他の入居者と

• 民間賃貸住宅の入居制限の状況

の協調性」「家賃の支払い」等に対する不安が多い状況。

■入居者限定を行っている家主の割合

平成１４年度： ２５．３％ → 平成１８年度： １５．８％ ＜ △９．５％ ＞

（資料）（財）日本賃貸住宅管理協会調べ41



少子・高齢化等の状況
• 高齢者世帯数の推移と将来推計

◇後期高齢者は、平成27年に都内人口の1割を超えて約152万人となり、平成32年には後期高
齢者の数が前期高齢者の数を上回ることが見込まれている。

◇世帯主が65 歳以上の世帯構成比は 今後も引き続き増加すると推計されている

• 高齢者世帯数の推移と将来推計

00 40 0%

（万世帯）

◇世帯主が65 歳以上の世帯構成比は、今後も引き続き増加すると推計されている。

世帯主が高齢である世帯の割合の推移

予測

後期高齢者の推計

635.8636.6

537.1

574.7
612.6

630.7

33.6%32.8%
31.2%

27 4%

600

700 40.0%
予測

350

400

450
（万人）

53.3％ 60.1％
58.4％

54.1％高齢者人口に占める後期高齢者の割合

17.4%

20.2%

27.4%

24.4%

21.3%
400

500

20.0%

98
115

152 178 206
211

211

200

250

300

350

42.6％
44.9％

48.3％

85.2
98.3

90.8
102.4

8.0%

10.2%

12.6%

14.9%

200

300

132 141 163 156 137 150 179

98

50

100

150

71.4
81.2

90.8

128.3110.5
42.9 58.8 77.2 94.1

0

100

平成12年 17年 22年 27年 32年 37年

0.0%

（資料）

0

平成17年 22年 27年 32年 37年 42年 47年

65歳～74歳 75歳以上

75歳以上 65～74歳 65歳未満

75歳以上の割合 65歳以上の割合

（資料）東京都世帯数の予測（平成21年）／東京都総務局

（資料）

・国勢調査（2005年）/総務省

・都道府県の将来推計人口（2007年5月推計）/
国立社会保障・人口問題研究所
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少子・高齢化等の状況

◇平成12年の介護保険制度開始以来、要介護度別認定者数は確実に増加している。

• 要介護度別認定者数の推移

（万人）

要支援 要支援１ 要支援２ 経過的要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

40

45
（万人）

33 5万人
35.8万人

37.8万人 38.4万人
39.5万人

25

30

35

21 5万人

25.5万人

29.6万人

33.5万人

15

20

25

17.6万人

21.5万人

5

10

（資料）介護保険事業状況報告/東京都福祉保健局

0
平成12年4月 平成13年4月 平成14年4月 平成15年4月 平成16年4月 平成17年4月 平成18年4月 平成19年4月 平成20年4月
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少子・高齢化等の状況
要介護認定者数と介護が必要にな た場合に望む対応• 要介護認定者数と介護が必要になった場合に望む対応

◇都内の要介護等認定者数（39万人）のうち、75歳以上の占める割合は８割を超えている。

◇65歳以上の在宅高齢者のうち 今後 介護などの支援が必要になった場合 自宅での介護を◇65歳以上の在宅高齢者のうち、今後、介護などの支援が必要になった場合、自宅での介護を
希望する人は66.0％であり、介護の在宅志向が高い。

介護度別 介護認定者 占める 歳 上 高齢者 割合 が

（千人）

75歳以上
65歳以上
75歳未満

要介護度別要介護認定者に占める75歳以上の高齢者の割合 介護が必要になった場合に望む対応

自宅での対応を希望（66.0％）

総数=4 583
自宅で、家族や親族の世話を

受けながら 介護サービス等
自宅で、家族や親族に

世話をしてもらいたい

自宅で、

介護サービス等
高齢者

福祉施設に

高齢者向けの

ケア付き住宅に

入りたい

 8.9%

わからない

39万人
総数=4,583 受けながら、介護サ ビス等

を利用したい

28.0%

世話をしてもらいたい

 23.0%

介護サービス等

を利用したい

 15.1%

福祉施設に

入りたい

 10.9%

その他

2.2%

わからない

11.0%

無回答

 1.0%

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（資料）東京都社会福祉基礎調査「高齢者の生活実態」（平成17年）
／東京都福祉保健局要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（資料）介護保険事業状況報告(2009年3月）
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少子・高齢化等の状況
高齢者世帯類型の推移• 高齢者世帯類型の推移

◇高齢者を含む世帯のうち、高齢者のみの世帯（ひとりぐらし、高齢者夫婦のみ、その他）の割
合は、25 年間でほぼ２倍となり、半数を超えている。

高齢者を含む世帯類型の推移

28.0％

12.4

11.1

19.7

16.1

8.1

8.4

21.3

20.5

3.8

4.1

32.0

37.4

0.8

0 8

1.6

1 9

－

－

昭和６０年

昭和５５年

15 4

14.8

26 9

24.5

7 4

7.9

21 0

19.9

5 0

4.5

18 9

23.7

3 4

3.2

0.8

1.5

1.9

－

－

平成７年

平成２年

17.6

15.4

29.8

26.9

5.7

7.4

23.6

21.0

5.1

5.0

14.2

18.9 3.4

1.9

2.1

2.0

－

－

平成１２年

平成７年

52.4％

18.8 31.7 5.1 23.6 3.1 12.7

1.9 1.7

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成１７年

ひとりぐらし 高齢者夫婦のみ その他 夫婦のみ 高齢者と配偶者のいない子 高齢者と配偶者のある子 高齢者と子と孫 その他 不明ひとりぐらし 高齢者夫婦のみ その他 夫婦のみ 高齢者と配偶者のいない子 高齢者と配偶者のある子 高齢者と子と孫 その他 不明

（資料）東京都社会福祉基礎調査「高齢者の生活実態」（平成17年）／東京都福祉保健局
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少子・高齢化等の状況
都内高齢者 住宅 現状• 都内高齢者の住宅の現状

◇65歳以上の世帯員のいる世帯（約164万世帯（27.6％））についてみると、持ち家は約7割、借
家は約3割となっており、その他の世帯約430万世帯（72.4％）に比べ持ち家の比率が高くなっ

るている。

住宅に居住している世帯数：594万世帯(100%)

65歳以上の世帯員のいる世帯
164万世帯(27.6%)

その他の世帯
430万世帯(72.4%)万世帯( ) ( )

単身
49万世帯

(8.3%)

夫婦のみ
46万世帯

(7.7%)

その他
69万世帯
(11.6%)

　

持家

単身
203万世帯

(34.2%)

夫婦のみ
52万世帯

(8.8%)

その他
175万世帯

(29.4%)

持 家

約７割

55万世帯

150万世帯
26万
世帯

34万
世帯

借 家

197万世帯13万
世帯

5万

民営
借家

借 家

約３割

１万世帯 １万世帯 1万世帯 55万世帯
13万世帯

4万世帯

2万世帯

6万世帯

15万世帯

3万
世帯

6万
世帯

4万
世帯

5万
世帯

2万世帯

公社
ＵＲ

公営
住宅

給与住宅
ほか

46

（資料）平成20年住宅・土地統計調査／総務省



少子・高齢化等の状況
公共住宅における高齢化の状況

◇名義人等の年齢区分が65歳以上である世帯の割合は、都営住宅56.6％、公社一般賃貸住
宅40.9％、都市再生機構住宅34.9％である。

• 公共住宅における高齢化の状況

公共住宅における名義人等の年齢区分別世帯の割合
都営住宅における名義人が６５歳以上の世帯割合
の推移

名義人・世帯主の
年齢区分

都営住宅
(名義人)
（平成21年3月

公社住宅
(名義人)
（平成21年11

都市再生機
構住宅
（世帯主） 53.1%

54.8%
56.6%

55%

60%

年齢区分
31日現在） 月30日現在）

（世帯 ）
（平成20年）

～ 64 歳 43.4％ 59.1％ 65.1％

65歳 ～ 56.6％ 40.9％ 34.9％

47.6%

49.3%
51.1%

53.1%

45%

50%

（資料）・都営住宅 ー 東京都都市整備局

・公社住宅 －東京都住宅供給公社

・都市再生機構住宅 ー 都市再生機構

（備考） ・都営住宅には改良住宅等を除く。
（資料）東京都都市整備局

40%
平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

・名義人とは世帯の代表者で、同居者は含まれない。
（資料）東京都都市整備局

47



少子・高齢化等の状況

• 少子化の現状

◇平成21年の東京都における出生数は106,613人で、前年よりも0.6％増加した。合計特殊出
生率は1 12で 前年より0 03ポイント増加した (全国平均は1 37)生率は1.12で、前年より0.03ポイント増加した。(全国平均は1.37)

東京都における出生数及び合計特殊出生率の年次推移

250
（千人）

1 8

2.0

2.2
出生数（左軸）

合計特殊出生率（東京都）

150

200

1 0

1.2

1.4

1.6

1.8合計特殊出生率（東京都）

50

100

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0

昭
和

3
5

3
7

3
9

4
1

4
3

昭
和

4
5
年 4
7

4
9

5
1

5
3

5
5

5
7

5
9

6
1

6
3

平
成

2
年 4 6 8

1
0

1
2

1
4

1
6

1
8

2
0

0.0

（資料）平成20年東京都人口動態統計年報／東京都福祉保健局
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少子・高齢化等の状況
• 子供の数に関する都民の意識

◇「持ちたい子供の数（ 現在の子供の数＋今後持ちたい子供の数）」の平均は1.90人であり、
「理想的な子供の数」の平均2.52人よりも0.62人少なくなっている。

◇「持ちたい子供の数」が、「理想的な子供の数」を下回っている理由は、「子育てや教育にお金
がかかりすぎるから」が４２．３％で も多く、以下、「ほしいけれども授からないから」、「高年齢
で持つのはいやだから」、「家が狭いから」などの順になっている。

持ちたい子供の数が理想より少ない理由
理想的な子供の数と持ちたい子供の数の差

（東京都）

「持ちたい子供の
数」の方が多い,

6.6%

無回答, 0.6%

「理想」と「持ちたい
子供の数 が同じ

「理想」の方が多い,

東京都 全国

理想的な子供の数 2.52人 2.56人

子供の数」が同じ,
44.7%

48.2%
持ちたい子供の数

（現在の子供の数）

（今後持ちたい数）

1.90人

（1.4人）

（0.5人）

2.13人

（東京都資料）次世代育成支援に関する世論調査(平成21年）／東京都生
活文化スポーツ局

（全国資料）平成17年版国民生活白書/内閣府

(備考）全国における「持ちたい子供の数」は、平成17年版国民生活白書

（資料）次世代育成支援に関する世論調査 (平成21年）

／東京都生活文化スポーツ局

(備考）全国における 持ちたい子供の数」は、平成17年版国民生活白書
の「予定子供数」による。
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少子・高齢化等の状況
• 保育所設置及び待機児童数の状況

◇平成２１年４月の保育サービス定員は、認可保育所・認証保育所・認定こども園・家庭福祉員
の合計で１８６ ３１１人となり 平成２０年より４ ６２９人増加したの合計で１８６，３１１人となり、平成２０年より４，６２９人増加した。

◇平成２１年４月の待機児童数は、前年と比べ２，４６０人増加し、都全体で７，９３９人となり、前
年比で１．４倍になった。

保育所等の設置状況（定員）
３歳児, 6.8%

４歳以上, 1.9%

０歳児,

16.8%
２歳児

保育所待機児童数の推移
169

167
165

8

10
11

13 14

164

166

168

170
（千人)

10

12

14

16
（千人）

１歳児,

48.8%

２歳児,

25.6%

162

161
160

6

8

154

156

158

160

162

0

2

4

6

8

7,939

7,000

8,000

9,000
(人）

154

平成16
年

17 年 18 年 19 年 20 年 21 年

0

認可保育所（左軸） 認証保育所（右軸）

5,223 5,221
4,908

4,601

5,479

4,000

5,000

6,000

（資料） 東京都福祉保健局

（備考）各年４月現在
2,000

3,000

平成16
年

17 年 18 年 19 年 20 年 21 年
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少子・高齢化等の状況

◇東京都においては、６５歳以上の単身及び夫婦の持家世帯の３割強が１００㎡以上の広い住
宅に住む一方で、４人以上世帯の約半数が１００㎡未満の住宅に住むなど住宅ストックとニーズ
のミスマッチが存在。

0 10 20 30 40 50 60

（万世帯）世帯類型別床面積構造

5人以上世帯

4人世帯

4人以上世帯の持家住宅の56％
は100㎡未満（約37万世帯）

3人世帯

その他の2人世帯

高齢夫婦

65歳以上の単身

65歳以上の単身及び夫婦
の持家住宅の約35％は100㎡

65歳以上の単身

65歳未満の単身

以上（約19万世帯）

～49㎡ 50～69㎡ 70～99㎡ 100～149㎡ 150㎡～

（資料）平成15年住宅・土地統計調査（総務省）をもとに東京都都市整備局推計
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